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米国における接着系アンカ の知見米国における接着系アンカーの知見
（TA5140.30）

NTSB ： 米国国家安全運輸委員会
FHWA ： 米国連邦道路庁

（委員会指摘事項に対する報告）

平成２５年３月２７日(水)



ボストンでのトンネル天井板落下事故後の対応の流れ
日 付 事象・対応 原 文日 付 事象・対応 原 文

2006.07.10
(H18)

ボストンの州間高速道路90号線でトンネル天井板落下事故発生。

2007.07.10 国家安全運輸委員会（NTSB）が事故の報告書を公表し、連邦道路庁等
の道路管理機関や技術基準制定組織等に対して安全勧告を実施。その
中で、現場での対応方法や新たな基準の制定等を提言。

2007.10.17 連邦道路庁（FHWA）が技術的勧告（T5140.26)を発出して、事故の原因
となった速硬性エポキシ樹脂の製品リストを公表し、連邦政府助成事業
での対応方法を提示。

添付1

2008.03.21 速硬性エポキシ樹脂の製品リストを増強するために、FHWAがT5140.26
を無効にして新たな技術的勧告（TA5140.30)を発出。
⇒TA5140 30の要約が次ページ以降に有り

添付2

⇒TA5140.30の要約が次ページ以降に有り。

2009.08.12 交通運輸会議（TRB）が持続荷重下での接着系アンカーについて研究報
告書を出版。その中で、米国全州道路交通運輸行政官協会（AASHTO）
の持続荷重下での接着系アンカーの性能試験基準の案を作成。

2010(H22) AASHTOが持続荷重下での接着系アンカ の性能試験基準を制定2010(H22) AASHTOが持続荷重下での接着系アンカーの性能試験基準を制定。
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【TA5140.26の要約】速硬性エポキシ樹脂の使用制限

■事故の主原因は持続引張荷重に対して抵抗性能の無い速硬型エポキシ樹脂

添付1

■事故の主原因は持続引張荷重に対して抵抗性能の無い速硬型エポキシ樹脂

「Sikadur AnchorFix-3」を接着剤として使用していたことであったとされ、下記に該当

する接着剤の製品のリストを公開し、これらの製品を接着系アンカーに使用しないよう

呼びかけている。（リストは更新が続けられ、現時点での最終更新は2011年6月4日）

① Sika社により製造された速硬型エポキシ樹脂「Sikadur AnchorFix-3」

② OEMにより「Sikadur AnchorFix-3」を別名で販売している製品② OEMにより「Sikadur AnchorFix 3」を別名で販売している製品

③ Sika社が製造するエポキシ樹脂用速硬性硬化剤を使用している製品

■当時の接着系アンカーの性能確認試験に関する基準は、道路構造物の供用期間

（75年～100年）に渡ってその安全性能を保証するようなものではなかった。

■標準硬化型エポキシ樹脂を接着剤として用いた接着系アンカーの使用については、

「追加のTA5140.30の規定」に拠るとされているが、現時点で追加の規定は確認でき

ない。

速硬性エポキシ樹脂だけについて使用しないように言われたものであり、それ以外の速硬性 ポキ 樹脂 け 使用しな よう 言われ も あり、それ 外

樹脂（ポリエステル系樹脂等）については言及されなかった。
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連邦政府の助成事業における接着系アンカーの取扱いが設定された。

【TA5140.30の要約】接着系アンカーの取扱い 添付2

■新規事業

① 接着系アンカーに速硬型エポキシ樹脂は使用しないこと。

設

② 長期持続引張荷重が作用する箇所或いは懸垂構造となる箇所には、長期間の

クリープ性能を保証し、また懸垂構造の影響を認識した、改良された認証過程を

FHWAが認めるまで、接着系アンカーを使用しないこと。FHWAが認めるまで、接着系アンカ を使用しないこと。

■既存事業（既設構造物）

① 持続引張荷重が作用する箇所に速硬型エポキシ樹脂の接着系アンカーが使用さ① 持続引張荷重が作用する箇所に速硬型エポキシ樹脂の接着系アンカーが使用さ

れている場合には、そのアンカーを改造するか信頼性のある適切な金属系アン

カーに取替えること、かつ取替えが行われるまでは厳密な点検を定期的に行うこ

とが強く推奨される。

② 持続引張荷重が作用する箇所に速硬性エポキシ樹脂以外の接着剤又は製造元

が不明の接着剤を使用したアンカーが使われている場合には アンカーの長期間が不明の接着剤を使用したアンカーが使われている場合には、アンカーの長期間

の性能に関する信頼性を適切なレベルに維持するために、重要性や代替性を考

慮した厳密な定期点検の体制を確立することが強く推奨される。そのためには、

現場毎に異なる接着剤の強度及び構造物の期待される供用期間に渡るクリープ

特性を定めるための試験方法を開発する必要があると考えられる。 ３
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